
自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目 （１）
普通株式に係る株主資本の額 13,002,436 12,748,871

うち、資本金及び資本剰余金の額 3,338,265 3,338,317
うち、利益剰余金の額 10,245,686 10,064,649
うち、自己株式の額（△） 581,374 522,158
うち、社外流出予定額（△） 140 131,935
うち、上記以外に該当するものの額 - -

普通株式に係る新株予約権の額 189 254
その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 2,775,603 3,143,832
普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 177,601 178,162
普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額 （イ） 15,955,831 16,071,120

普通株式等Tier1 資本に係る調整項目 （２）

1,097,061 1,112,951

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 401,064 407,088

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係る
もの以外のものの額

695,997 705,862

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 1,867 1,688
繰延ヘッジ損益の額 6,218 35,156
適格引当金不足額 - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 14,725 14,639

1,063 △ 95

退職給付に係る資産の額 637,208 609,678

9,678 12,156

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 - -
少数出資金融機関等の普通株式の額 - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 - -

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち
普通株式に相当するものに関連するものの額

- -

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに
係るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

- -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - -

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち
普通株式に相当するものに関連するものの額

- -

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに
係るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

- -

その他Tier1 資本不足額 - -
普通株式等Tier1 資本に係る調整項目の額 （ロ） 1,767,822 1,786,175

普通株式等Tier1 資本
普通株式等Tier1 資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 14,188,008 14,284,945

2018年3月末

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除
く。）の額の合計額

国際様式の
該当番号

項目 2018年6月末

1a+2-1c-26
1a

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本
に算入される額
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自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

2018年3月末
国際様式の
該当番号

項目 2018年6月末

その他Tier1 資本に係る基礎項目 （３）
31a その他Tier1 資本調達手段に係る株主資本の額 - -
31b その他Tier1 資本調達手段に係る新株予約権の額 - -
32 その他Tier1 資本調達手段に係る負債の額 1,270,000 1,270,000

- -

その他Tier1 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 155,768 150,741

552,189 552,189

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社
等の発行する資本調達手段の額

552,000 552,000

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特
別目的会社等を除く。）の発行する資本調達手段の額

189 189

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,977,957 1,972,931
その他Tier1 資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1 資本調達手段の額 12,314 5,506

- -

少数出資金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 - -
その他金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 616 620
Tier2 資本不足額 - -
その他Tier1 資本に係る調整項目の額 （ホ） 12,931 6,127

その他Tier1 資本
その他Tier1 資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 1,965,026 1,966,804

Tier1 資本
Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト） 16,153,035 16,251,749

Tier2 資本に係る基礎項目 （４）
Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額 - -
Tier2 資本調達手段に係る新株予約権の額 - -
Tier2 資本調達手段に係る負債の額 1,538,500 1,388,500
特別目的会社等の発行するTier2 資本調達手段の額 - -
Tier2 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 77,870 75,106

737,767 776,567

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社
等の発行する資本調達手段の額

- -

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特
別目的会社等を除く。）の発行する資本調達手段の額

737,767 776,567

326,795 337,719

うち、一般貸倒引当金Tier2 算入額 221,281 219,487
うち、適格引当金Tier2 算入額 105,513 118,232

Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ） 2,680,933 2,577,893
Tier2 資本に係る調整項目

自己保有Tier2 資本調達手段の額 12,944 4,120

- -

少数出資金融機関等のTier2 資本調達手段の額 - -
その他金融機関等のTier2 資本調達手段の額 737 30,041
Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ） 13,681 34,162

Tier2 資本
Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 2,667,251 2,543,731

総自己資本
総自己資本の額（（ト）＋（ヌ）） （ル） 18,820,286 18,795,480

30

特別目的会社等の発行するその他Tier1 資本調達手段の額

34-35

33+35

意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1 資本調
達手段の額

40

適格旧Tier1 資本調達手段の額のうちその他Tier1 資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

33
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37

38

意図的に保有している他の金融機関等のTier2 資本調達手段
の額

39

42
43

44

45

46

適格旧Tier2 資本調達手段の額のうちTier2 資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

47

50
一般貸倒引当金Tier2 算入額及び適格引当金Tier2 算入額の
合計額

54
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47+49
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50a
50b
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自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

2018年3月末
国際様式の
該当番号

項目 2018年6月末

リスク・アセット （５）
リスク・アセットの額 （ヲ） 114,714,694 113,463,618

連結自己資本比率
連結普通株式等Tier1 比率（（ハ）／（ヲ）） 12.36% 12.58%
連結Tier1 比率（（ト）／（ヲ）） 14.08% 14.32%
連結総自己資本比率（（ル）／（ヲ）） 16.40% 16.56%

調整項目に係る参考事項 （６）

872,603 994,563

1,079,474 1,125,471

11,169 7,267

96,465 81,980

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 （７）
一般貸倒引当金の額 221,281 219,487
一般貸倒引当金に係るTier2 資本算入上限額 300,103 294,265

105,513 118,232

適格引当金に係るTier2 資本算入上限額 362,037 367,713
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 （８）

適格旧Tier1 資本調達手段に係る算入上限額 663,012 663,012

- -

適格旧Tier2 資本調達手段に係る算入上限額 1,059,989 1,059,989

- -

※ １

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに
限る。）に係る調整項目不算入額

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目
不算入額

76
77

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額（当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする。）

74

75

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に
係る調整項目不算入額

60

61
62

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額

63

72

73

79

適格旧Tier1 資本調達手段の額から適格旧Tier1 資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額（当該額が零を下回る場合に
あっては、零とする。）

85
適格旧Tier2 資本調達手段の額から適格旧Tier2 資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額（当該額が零を下回る場合に
あっては、零とする。）

平成18年（2006年）金融庁告示第20号（以下、「告示」という。）第8条第12項ただし書きの規定に基づき金融庁長官の
承認を受けた資本調達手段は、告示第8条第8項各号に定める額並びに第9項第1号及び第10項第1号に掲げる額の
算出の対象から除外しております。2013年3月31日から2023年3月30日の期間（ただし2019年3月31日以降は対象金
額が毎年20%ずつ逓減）に限る承認であり、2018年6月末は1,403,243百万円が該当しております。
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